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論文内容の要旨 
1. 問題の所在 
わが国では近年，少子高齢化の進展により稼働世代などの支え手の減少が課題となって
いる．また，過疎過密などの地域格差や，経済格差などの様々な格差が社会的な課題とな
っており，格差社会が生じない社会づくりやサポートシステムの構築が求められている．
「支援される側・支援する側」，「問題を抱える人・問題を発見する人」というような区分
ではなく，日頃から相互扶助による問題の発見や支援体制の構築が求められる．  
厚生労働省研究班の調査によると，2012 年時点で，認知症高齢者は 65 歳以上の 15％を
占め，約 462 万人，軽度認知障害（MCI）と呼ばれる人は，約 400 万人と推計されている．
2012 年には 65 歳以上の高齢者の約 7 人に 1 人（有病率 15.0％）が認知症であったが，2025
年には約 5 人に 1 人になるとの推計もある（内閣府 2017）．また，85 歳を超えると 3 人
に一人，90 歳以上では過半数が認知症という研究結果もあり，認知症高齢者支援システ
ムの構築が急務となっている． 
高齢者人口の急激な増加や認知症高齢者の増加に伴う支援が要請される中で，2015 年 1
月に認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）が策定された．新オレンジプランは，
国家戦略として，財務省以外の各関係省庁が一丸となって取り組むことを申し合わせてい
る．新オレンジプランでは，認知症の人や介護者への支援など，当事者の視点に配慮した
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内容となっている． 
このように，国家戦略の中に認知症の人や介護者の視点に基づく支援が明記されたのは，
認知症高齢者の推計値の上昇や国際的な情勢に加え，「公益社団法人認知症の人と家族の会」
（以下「家族の会」と略す）などの当事者グループ（セルフヘルプ・グループ）の継続的
な働きかけも影響していると思われる．認知症の人と家族介護者が，当事者の立場から生
活障害や生活困難について公表し，社会に認知症に対する理解と支援を求め，セルフヘル
プ・グループの力を借りながら活動を続けてきたことが功を奏したと思われる． 
今後も認知症の当事者が安心して意見を表明でき，積極的に社会参加できる環境が求め
られる．しかしながら，支援体制が整っていない中でのカミングアウトは，偏見や差別の
標的にされる可能性も高いため，社会に向けた正しい理解が得られるような教育や取り組
みが急務である．認知症の人を含むすべての人の基本的人権が守られ，社会的役割を感じ
ながら社会参加できるような社会づくりが必要なのである． 
 
2. 研究の課題 
本研究の目的は，セルフヘルプ・グループとしての認知症の人と家族の会の実践に関し，
主として次の 4 点について考察することである．①セルフヘルプ・グループとしての「家
族の会」の機能にはどのような特徴があるか．②セルフヘルプ・グループとしての「家族
の会」の発展過程にはどのような特徴があるか．③セルフヘルプ・グループとしての「家
族の会」の活動において，専門職や行政機関はどのような関わりをしてきたか．④セルフ
ヘルプ・グループとしての家族の会は，国際組織とどのようにかかわってきたか．これら
の課題を明らかにする中で，認知症高齢者支援システムにおけるセルフヘルプ・グループ
のはたらきと可能性，効果的なソーシャルワーク実践のあり方を探求する． 
本研究としては，セルフヘルプ・グループとは，共通の課題を抱えた当事者が「基本的
人権」を獲得し「特有の目的を達成する」ために集まり，メンバー間は「対等性」と「相
互扶助」を基本に活動するボランタリー集団と定義する．そして，このような定義にあて
はまるグループであれば，グループの規模は小集団にこだわらず，セルフヘルプ・グルー
プに含んでもよいと考える．  
研究方法としては，「家族の会」本部の活動と A 県支部の活動について，文献研究を行
った．「家族の会」が発行している文献や会報などをも参考にしながら分析を試みた．その
過程で，全国および A 県支部活動の参与観察や世話人を中心に会員らにインタビュー調査
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を実施して質的分析を試みた．また，会員を対象にアンケート調査に基づく量的研究を行
った．  
 
3. 本論文の構成と特徴 
第 1 章では，当事者主権と認知症施策と題し,当事者主権の意味と先行研究，認知症の当
事者主権の原点，認知症当事者研究と筆者の関わり，について考察した． 
第 2 章では，セルフヘルプ・グループの機能を活かしたソーシャルワーク実践について，
セルフヘルプ・グループの歴史，定義，機能，分類，展開過程，専門職の関わりから検討
した． 
第 3 章では，インタビュー調査の結果に基づき,セルフヘルプ・グループの機能を分類し,
サクセスフル・エイジングへの導きを述べた．インタビュー調査は，A 県支部の会員 19
名を対象に実施した． 
第 4 章では，認知症の人と家族の会の介護者支援における対面的相互効果についてアン
ケート調査にもとづく研究結果を示した．アンケート調査では A 県支部会員 138 名を対象
に郵送調査を実施し，91 名から回答を得た． 
第 5 章では，認知症の人と家族の会の全国組織の活動史について，セルフヘルプ・グル
ープの展開過程および専門職の関わりを検討した． 
第 6 章では，認知症の人と家族の会の A 県支部の活動史について，セルフヘルプ・グル
ープの展開過程および専門職の関わりを検討した． 
第 7 章では，当事者主権とセルフヘルプ・グループの取り組みと可能性を総合的考察と
してまとめた． 
以上のように本研究は，第 1 章と第 2 章において先行研究やセルフヘルプ・グループの
理論的枠組みについて検討し，その検討に基きつつ，第 3 章と第 4 章ではインタビュー調
査や質問紙調査に基づく分析，そして第 5 章と第 6 章では文献や参与観察等に基づく分析
を行うことにより，セルフヘルプ・グループの視点から見た認知症の人と家族の会の活動
について総合的な理解を得ようとするものである． 
 
4. 本研究の結論と今後の課題 
認知症の人と家族の会の結成と発展には，保健・医療・福祉の専門職によるアウトリー
チを取り入れたケースワークが影響していた．専門職による支援の中で，認知症に関する
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問題が社会的課題として顕在化され，支援に結びついている．専門職らは，認知症に関す
る当事者問題に対して，限られた資源を有効に活用しつつ継続的な支援を行うためにグル
ープワークを行い，当事者間の相互扶助を中心とするコミュニティワークや支援システム
による相互扶助関係に発展している．  
家族の会の成長・発展には，結成当初から「対話」を中心とした支援が行われているこ
とが影響していた．また，会の中心で活動している世話人は，個々のストレングスを最大
限に活かして役割モデルとして機能しており，活動の成長に大きな影響を与えている． 
アンケート調査で回答を行った会員は 60 歳代が最も多く，約 7 割の人が過去 1 年間に
集い・講演会に参加していた．インタビュー調査の結果，セルフヘルプ・グループの機能
には，〈鏡映的自己機能〉〈認知症高齢者と家族介護者のサポートシステムの機能〉〈社会改
良的機能〉〈教育および研究機関としての機能〉〈情報発信機能〉があり，社会の変化の影
響を受け，セルフヘルプ・グループの発展とともに機能も変化していた． 
家族の会では，認知症の人を含む多様な人材による複眼的視点で認知症に関する課題の
発見を心がけている．また，対面関係や電話など様々な手段で，相互交流や相互援助を行
っており，認知症高齢者のエンパワメントへの取り組みや，セルフヘルプ・グループと“当
事者の視点”での関わりを重要視していた．“当事者の視点”を重視して関わることにより，
認知症の人の生活実態やニーズを把握でき，認知症の人や家族介護者の自己実現にむけた
支援を行うことができる．また，認知症高齢者の基本的人権を擁護するためには，社会の
認知症高齢者に対する認識を変え，正しい認識と理解の浸透による支援が求められる． 
認知症は，医療的な支援と保健・福祉的な支援が必要であり，状況に応じた適切な支援
を行なうためには様々な分野との連携が必要である．セルフヘルプ・グループの活動に専
門職が参加することにより，共通認識と情報の共有を通じて適切な支援に繋げることがで
きる． 
今後の研究課題としては，さらに多くの認知症の人と家族の会の会員に対してインタビ
ュー調査や質問紙調査等を行い，本研究で得られた結論を確認するとともに，本研究で見
出されなかった側面等についても探求をしていく必要があろう．また，セルフヘルプ・グ
ループとしての活動を展開している団体は，認知症の人と家族の会に限られない．それら
の団体の活動との比較考察を行うことも今後の研究課題の１つである． 
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審査結果の要旨 
 
1. 研究の継続性 
申請者は，平成 20 年 3 月鹿児島国際大学大学院福祉社会学研究科社会福祉学専攻博士
前期課程を修了した後，平成 26 年 4 月鹿児島国際大学大学院福祉社会学研究科社会福祉
学専攻博士後期課程に入学し，指導教員の継続的指導のもとで認知症高齢者と家族会に関
する独創的な研究を続けてきた．所属している主な学会は日本社会福祉学会などで，学会
における研究活動も精力的に行っている．これまで学術的価値の高い論文を発表してきて
おり，自立して研究を行う能力があると評価できる． 
 
2. 論文の完成度 
本研究は，認知症の人や介護者への支援においては，当事者の視点に配慮した支援を行
うことが重要であるとの問題意識に基づいて行われた．認知症の人と家族介護者を当事者
と捉え，公益社団法人認知症の人と家族の会の活動史や質問紙調査，会員へのインタビュ
ー調査に基づき，認知症の人と家族会の活動におけるセルフヘルプ・グループの機能，発
展過程，専門職の関わり等について明らかにしている． 
本論文は，先行研究により明らかにされた認知症高齢者への支援とセルフヘルプ・グル
ープに関する知見を整理するとともに，自らの経験や調査等により，認知症の人と家族の
会の実態について福祉的視点で考察している．とくに，セルフヘルプ・グループの視点か
ら，家族の会の活動を実証的に検討している．これらの点から，本論文の完成度を高く評
価したい． 
 
3. 本論文の特徴・評価 
本論文では，①先行研究により認知症高齢者支援の実践と研究の経緯，及びセルフヘル
プ・グループ概念の枠組みを示し，②質的研究と量的研究を組み合わせて認知症の人と家
族の会の活動のあり方を明確化し，③全国レベルと地域レベルの家族の会の活動の双方を
視野に入れた解明が行われている点などで，体系的・総合的な研究となっており，独自性
が認められる． 
認知症の人と家族の会と他の障がい領域に関わる自助グループとの共通性や差異の考察
もさらに深めるべきであること，このテーマに関してより多くの英文文献を参照すべきこ
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と，ミクロの視点とコミュニティを含むマクロの視点の双方にわたるエンパワメントのあ
り方をさらに考察することが望まれること，といった点は課題として残るが，上記の研究
の意義及び独自性を考慮すれば，本論文は社会福祉の今後の発展に寄与しうる学術的価値
を有していると認めることができる．また，著者自身が研究者として自立し活躍できる能
力および学識を有していると認められる．よって審査委員会は，本論文が博士学位論文と
しての水準を十分満たしており，博士（社会福祉学）の学位を授与することが適当である
と全会一致で判断した． 
 
 
 
